
関市介護予防・日常生活支援総合事業の現状について

～生涯現役のまち関市をめざして～

岐阜県関市
健康福祉部高齢福祉課

アクティブGメン７５とは健康寿命７５歳以上を
目指す活動に意欲的な元気なシニア



１ 関市の介護予防・日常生活支援総合事業

平成２９年度 介護予防・日常生活支援総合事業へ移行
（従前サービス→緩和型への移行がなかなか進まず）

平成３０年度 通いの場への理学療法士、健康運動指導士派遣事業開始
平成３１年度 口腔機能向上事業「わっはっは教室」開始

関市ロコトレ体操普及のための機器購入助成金事業開始
短期集中通所型サービスCの検討

令和 ２年度 介護予防・日常生活支援総合事業等の充実のための厚生労働省職員
派遣による支援（1回）
（短期集中通所型サービスC開始にあたり、サービス内容、利用料、
対象者等アドバイスを受けた。）
短期集中通所型サービスCプロポーザルで事業所を選定

令和 ３年度 関市住民主体の通いの場事業補助金交付事業開始
短期集中通所型サービスC「健活」開始

令和 ４年度 厚生労働省地域づくり加速化事業（プッシュ型）（直接支援３回）
（事業費が上限額を超過しており、個別協議を実施して、今後個別協議の対象から外
れる可能性がある）

令和 ５年度 厚生労働省地域づくり加速化事業（フォロー型）（直接支援２回）





２ 地域づくり加速化事業（プッシュ型）

なぜ、関市が
地域づくり加速化事業に
選定されたの？？？

？？？



３ 要介護認定率の現状分析

全国 岐阜県 関市 生駒市
要支援１ 2.7 2.0 2.1 1.2
要支援２ 2.6 2.7 2.8 2.0
経過的要介護 0 0 0 0
要介護１ 4.0 3.4 3.2 3.4
要介護２ 3.2 3.2 2.4 3.1
要介護３ 2.5 2.5 2.0 2.6
要介護４ 2.4 2.3 2.4 2.0
要介護５ 1.6 1.5 1.0 1.3
合計認定率 19.1 17.6 15.8 15.5

考察
・生駒市は要支援の認定率が低い
・関市は要支援の認定率は高いが

合計認定率は低い



４ 介護予防・日常生活支援総合事業費及び上限額の推移（関市）

12,242 12,464 12,735 12,864 12,850 13,331 
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平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和２年度 令和3年度 令和４年度
訪問型サービス（従前Ａ） 訪問型サービス（従前Ａ以外） 通所型サービス（従前Ａ） 通所型サービス（従前Ａ以外）

介護予防ケアマネジメント 審査支払手数料 高額介護予防サービス費相当事業等 一般介護予防事業費

上限額超過額 75歳以上の人口

（円） （人）

訪 問 サ ー ビ ス （ 従 前 Ａ ）

通 所 サ ー ビ ス （ 従 前 Ａ ）

159,960千円

266,311千円

140,065千円

28,837千円



５ 支援を受けての正直な感想・・・。

介護度の重度が減少し、
軽度の支援が増加して
いるから、良い傾向だ
と思っていた。

総合事業の移行に向けて事業の在り方や
取り組む方向性を共有し、引き継ぐこと
ができていなかった。

上限額超過はわかっていたけど、個別協議で超過
額も交付される・・・。
現行事業の見直しの必要性を感じていなかった。

自立～虚弱者の中から
サービスC対象者を掘り
起こしていた。

新規事業を開始するにあたって、
目的や対象設定を課内で検討でき
ていなかった。

効果を評価しないまま

事業をビルド＆ビル

ド。



６ 支援後の取り組み

項 目 現在の取り組み状況

資質向上勉強会
（自立支援を促進するケアマネジメント）

〇Ｒ5.3.7「予防プラン研修会」（包括・居宅ケアマネ対象）実施
〇Ｒ5.8.4「予防プラン研修会」（前回よりステップアップ）
〇Ｒ６.1.22 包括主催予防プラン研修会

医療との連携 〇市内病院にて退院調整スタッフに介護保険の研修会を実施
〇医師会在宅医療介護相談センターの会議にて関市の現状報告

介護予防の推進 〇市民啓発（広報特集記事9月掲載、窓口での案内用チラシ作成中）
〇生活機能向上を目指した短期集中通所型サービスＣの運営
（PR動画、栄養・口腔機能向上メニュー導入、奈良県生駒市への視察等）

〇サービスCを中心とした介護予防事業を展開

給付の適正化 〇給付適正化（ケアプラン点検会議、事業所運営指導、建築士による住宅改修点検
（Ｒ5.4.26締結式）、包括支援センター運営指導等）
〇国保連合会介護給付適正化システム、給付適正化システムの活用（Ｒ5導入）

地域福祉の推進
（通いの場）

〇加齢性難聴に係る補聴器購入補助（Ｒ5.7導入）
〇社会資源を発掘し、地域ごとに整理（予防マップ作成中）
〇自治会役員会で通いの場開催場所の協力依頼
〇通いの場の設置促進（市内の薬局と連携）
〇通いの場を活用した買い物支援（移動販売、生協）→Ｒ5東地域で実験

就労・地域活動の促進
生活支援体制整備

〇アクティブシニア（Ｇメン７５）の活躍促進
〇シルバー人材センターとの連携（包括支援センター長会議で意見交換）
〇生活支援体制の環境づくり

認知症対策 〇認知症に特化した教室の開催。
〇認知症予防のための講師派遣事業を開始



７ 要支援１～要介護２の認定調査結果

要支援者のほとんど
は身の回りの動作は
自立しているが、買
い物など生活行為の
一部がしづらくなっ

ている。



８ 自立支援型ケアマネジメント

☆要支援者は、ADLは自立し、わずかにIADLの一部に援
助を要する程度。

☆二次的に生じる生活上の問題を予測して、重度化を食い
止めるために、不自由さを最大限軽減する自立支援型のケ
アマネジメントの発想が重要！！

必要なときにサービスを利用し、元気になったら、
介護保険を卒業しましょう！



９ 介護保険法の理念

第１条（目的）
この法律は、加齢に伴って生ずる心身の変化に起因する疾病等により要介護状態と
なり、入浴、排せつ、食事等の介護、機能訓練ならびに看護及び療養上の管理その
他の医療に要する者等について、これらの者が尊厳を維持し、その有する能力に応
じ自立した日常生活を営むことができるよう、必要な保健医療サービス及び福祉
サービスに係る給付を行うため、国民の共同連帯の理念に基づき介護保険制度を設
け、その行う保険給付等に関して必要な事項を定め、もって国民の保健医療の向上
及び福祉の増進を図ることを目的とする。

尊厳の維持 自立生活の支援

自らの意思に基づいた生活を継続できること、
本人の自己決定が尊重されること

介護が必要になっても自分でできることを可
能な限り維持、増やしていく等、身体的自立、

社会的・精神的自立、経済的自立


